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街中で良く見かけるドラッグストアは 2021年 1月で 21,284店舗（1）、コンビニエンスストア

の 55,911店舗（2）、スーパーの 22,405店舗（3）に次いで小売業界で 3番目の店舗数であり、他の

小売業の百貨店、家電大型専門店、ホームセンターよりも数は多い。2020年から世界中で蔓延

した COVID-19は人々に大きな影響を与えた。コンビニエンスストアの 2020年度の売上高は

10兆 6608億円（2）で前年比 4.5％の減少、スーパーは部門全体では 12兆 7597億円（3）と前年比

では 0.9％で増加しているものの、外出自粛の為か衣料品は 16.9％も減少している。外出自粛

による巣ごもり需要から、食品、日用品をまとめ買いする傾向が強まり、コンビニエンスストア

よりもスーパーで買い物をする傾向が強まった為、コンビニエンスストアは売上高が減少したと

考えられる。一方、ドラッグストアの 2020年度の売上高は 8兆 363億円（1）、前年比 4.6％の増

加であった。2020年度のドラッグストアの部門別の売上を表 1に示す。

表 1に示すようにビューティーケア以外は前年より売り上げが増加している。ビューティー

ケアは COVID-19による外出自粛が影響したものと考えるが、その減少率はわずかに 0.4％で

あった。表 1のもう一つ注目すべき点は構成比である。ホームケアやフーズ等で 49％と売上高

の約半数を占めている。一方、ドラッグストアはその名にドラッグがついているものの、医薬品

関係の商品の売り上げは店舗全体売上の 31.5％と約 1/3しかなく、酒類の販売もあり、スー

パーやコンビニエンスストアとの違いは何か、ドラッグストアの定義とは何かという疑問を持っ

た。

そこでドラッグストアの販売戦略上、医薬品がどのような位置づけにあるのかを検証するため

に広告チラシに注目し、掲載内容を解析することにした。

表 1 2020年度ドラッグストア部門別売上高（1）

調剤・ヘルスケア ビューティーケア ホームケア フーズ・その他 計

売上高（億円） 25,338 15,603 17,454 21,963 80,363

構成比（％） 31.5 19.4 21.7 27.3 100.0

前年比（％） 105.7 99.6 107.9 104.4 104.6

（１９）



調査方法

奈良市帝塚山地区に朝日新聞の折込チラシとして配布されたドラッグストア（スギ薬局、ココ

カラファイン）の 2018年 1月から 2019年 12月までの 2年間の全広告チラシを対象に、配布

の頻度、広告内容（品目別広告数）等を集計解析した。なお他のドラッグストアのチラシはほと

んど配布されなかったので解析対象外とした。

結果

1．月間の広告チラシ配布頻度
図 1に示すように月間の広告チラシの配布回数はスギ薬局が月に 2～4回、ココカラファイン

が月に 1～2回のペースであった。スギ薬局の配布回数は 2018年の 1年間で 39回、2019年は

26回と減少していた。ココカラファインの配布回数は 2018年の 1年間で 19回、2019年は 16

回と若干減少していた。

2．商品別掲載個数
スギ薬局とココカラファインの年間の商品群別広告チラシ掲載総品目数を図 2に示す。サプ

リメント等は医薬品の中に、日用品他はその他に分類した。

図 1 スギ薬局ならびにココカラファインの月間広告チラシ配布頻度

（２０）



2018年と 2019年を比較するとスギ薬局、ココカラファインとも広告チラシ配布回数減少に

より広告掲載数そのものも減少しているが、商品群別の掲載品目構成比は両ドラッグストアとも

2018年、2019年で大きな差は見られなかった。広告掲載数はスギ薬局ではその他＞食料品＞化

粧品＞医薬品＞酒の順番で、ココカラファインはその他＞化粧品＞食料品＞医薬品＞酒の順で酒

の掲載はほとんどなかった。両ドラッグストアとも食料品は表面に掲載されることが多かった。

3．広告の医薬品数・お酒比較
図 3と図 4にスギ薬局とココカラファインの広告チラシに掲載された週別医薬品数を表面、

裏面に分けて示す。図 3から分かるようにスギ薬局は 1～4月、12月に表面への医薬品掲載が

多いのに比べ、5～11月は裏面への医薬品掲載が多かった。また、5～10月は医薬品掲載数が若

干減少した。2018年の表面への医薬品掲載割合は 56％、裏面は 44％で、2019年では表面への

医薬品掲載数は 2018年と比較すると減少しており、表面 32％、裏面 68％であった。

図 4に示すようにココカラファインは、2018年、2019年と共に医薬品の掲載は裏面に多く、

明らかにスギ薬局とは医薬品の掲載方法が異なっていた。医薬品掲載割合は 2018年では表面 3

％、裏面 97％、2019年では表面 2％、裏面 98％であった。

図 5はスギ薬局の 2018年、2019年の広告チラシに掲載された週別の酒数の総数である。

2018年は 4月、5月、8月、9月に掲載数が多い結果となった。但し、2018年は裏面に掲載が

多く、2019年は表面に掲載が多かった。図 6に示すようにココカラファインは 2018年の 5月

までは酒の掲載があったが、それ以降は 2019年の 12月まで酒の掲載は一度もなかった。

次にスギ薬局の広告チラシに掲載された酒の種類を図 7に示す。2018年は季節に関係なく

ビールの掲載が多かったが、2019年は 9月、10月はビール以外の掲載が一時的に多かった。

図 2 スギ薬局とココカラファインの年間の商品群別広告チラシ掲載総品目数

ドラッグストアの新聞折込チラシの解析 （２１）
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図 3 スギ薬局の広告チラシに掲載された医薬品の総数の週間推移（■：表面、□：裏面）
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図 4 ココカラファインの広告チラシに掲載された医薬品の総数の週間推移（■：表面、□：裏面）

ドラッグストアの新聞折込チラシの解析 （２３）
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2018年

図 5 スギ薬局の広告チラシに掲載された酒類の総数の週間推移（■：表面、□：裏面）
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考察

ドラッグストアは医薬品を中心とし、健康と美容の手助けをしつつ、日用品も取り扱っている

ため、売上高も調剤、ヘルスケア、ビューティーケアでおよそ半数以上を占めている。しかしな

がら今回調査対象とした広告ビラでは、医薬品は表面よりも裏面側に載っていることが多く、一

番目立つ表面には食品が大きく掲載されていることが多かった。表面に医薬品が多い時の広告を

調べてみると、風邪インフルエンザが流行する時期、また花粉がよく飛散する時期であった。

ドラッグストアの 2005年から 2013年の 10年間の売上構成比のデータ（13）によると、食品は

売り上げベースが低下している時期はあるものの、全体的な傾向として取り扱い比率は増加して

いる。また調剤薬も取扱い比率は約 10％と 2倍以上増加している。この背景には、医薬分業の

進展、2006年の改正薬事法や日本の超高齢化社会が関与していると考える。2006年の薬事法の

大きな改正点は、①OTC 医薬品の 3分類化、②登録販売者の資格の創設、③薬局、ドラッグス

トア以外での医薬品の販売である。まず、①に関しては、OTC 医薬品を副作用によってリスク

別に 3分割し、それぞれリスクの高い順に第一類医薬品、第二類医薬品、第三類医薬品と命名

された。②登録販売者という資格は、従来は薬剤師しか販売できなかった OTC 医薬品のうち、

新設された第二類、第三類医薬品を販売することが出来る資格である。③登録販売者の資格を創

設することで、薬局、ドラッグストア以外の店舗で医薬品を販売することが出来るようになっ

た。この法改正により今まで他の業態からの医薬品販売参入は阻止されていたが、その壁が低く

なり、ドラッグストア業界に大きなインパクトを与えた。2009年に施行された法改正後、ドラ

ッグストア業態の売上高は増加しているものの OTC 医薬品に限れば、売り上げは徐々に減少し

ている。

一方、ドラッグストアの売上高は 2009年約 5.5兆円、2010年約 5.6兆円、2012年約 6兆円

と増加している（14）。OTC 医薬品の売上が低下した代わりに、各ドラッグストア企業は調剤事業

図 6 ココカラファインの広告チラシに掲載された酒類の総数の週間推移（■：表面、□：裏面）

ドラッグストアの新聞折込チラシの解析 （２５）
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ビール 酎ハイ 焼酎 日本酒 その他
図 7 スギ薬局の広告チラシに掲載された酒の種類別数の週間推移
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を強化し、その結果、2009年以降、調剤薬の売上が増加している（13）。更にスギ薬局は在宅医

療、ココカラファインは介護事業分野にそれぞれ進出を開始し、スギ薬局は調剤併設型ドラッグ

ストアから地域医療対応型ドラッグストアへ変化しようとしている。

個別で見るとスギ薬局の店舗数、売上高は 2018年から 2019年にかけて増加しているが、広

告宣伝費は 2018年度が 5,015（百万円）、2019年度が 4,644（百万円）と若干減少してい

る（10）。この広告宣伝費の減少は 2018年に開始されたアプリによる広告活動が影響している可

能性が高い。広告宣伝費の減少が直接、紙媒体での広告チラシ配布回数の減少を促したものと考

えられる。

このようにドラッグストア事業が変化していく原因の一つに、超高齢者社会の影響、例えば高

齢者の買い物難民問題、医療費の圧迫等がある（15）。経済産業省の資料によれば、60歳以上の高

齢者への地域の不便な点で一番多い声は、「日常の買い物に不便」である。その結果、自宅から

近いドラッグストアで食料品を含めた日用品を多く取り揃える事が重要となった。また、2013

年に「日本再興戦略」で医療費を抑える為にセルフメディケーションの推進が提起され、各ドラ

ッグストアはヘルスケア商品にも力を入れる結果に結びついた。

今回、ドラッグストアの折込広告チラシの調査・解析を実施したが、紙媒体での広告回数の低

下にはアプリの普及が関係していると考えられた。スギ薬局の 2018年から 2019年にかけての

広告頻度・広告宣伝費の低下は、2018年の下半期からアプリ運用が開始と時期が重なっている。

また、新聞を取っている家庭も年々低下している為、若い年齢層には紙媒体の広告よりもアプリ

から得られる情報の方がアクセスし易い。このような背景もあり両ドラッグストアとも、アプリ

運用にも力を入れ、幅広い年齢層に向けて販売戦略を打ち出したと考えられる。

ドラッグストアという名前には冠にドラッグがついており、ヘルスケアにも力を入れているこ

とを考えると酒類が折込チラシに掲載され販売されていることは一見矛盾しており、今回の調査

の発端のひとつであるが、地方を中心にドラッグストアがスーパーマーケットの代わりに日常的

に利用されてことも考慮しなければならない。今後もドラッグストアが、調剤や介護事業など

様々な事業の中核として社会に貢献することを期待している。
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